
NEDO地域自立システム化実証事業
「ゆめ竹バレー」への技術士としての支援

株式会社バイオマス利活用技術舎

代表取締役 三村和寿
技術士（総合技術監理／上下水道部門）



(株)バイオマス利活用技術舎について

バイオマスを中心とした再生可能エネルギー活用に関して、ユーザーの立場で技
術コンサルティングを行っている技術士事務所です。
総合技術監理／上下水道部門 エネルギー管理士
技術士登録番号 第２９７２４号

これまでの主な受託業務
o 新規製材所建設にかかる総合技術監理
o バイオマス利用機器の開発支援、技術評価
o バイオマス発電導入に関する技術支援、導入支援、事業性分析
o 既導入済みのバイオマスボイラーの最適運営化支援
o 補助金の申請書の作成、採択に至るまでの支援
o 欧州での日本のチップによるガス化発電試験 受託 など

o 所在地 神戸市中央区北野町4丁目８－３ ジャスナムアベニュー４０１
o 代表：三村和寿
o TEL & FAX 078-587-2929
o Mail: info@peo-bio.jp

mailto:info@peo-bio.jp


事業に至った経緯

竹は３年で成竹となる成長の旺盛な森林バイオマスである。しかし、国内で広範囲
に成育している緑資源であるにも関わらず、未開発のまま放置された竹は、周囲の里
山に拡大し生物多様性を低下させる恐れがあることから『竹公害』とも呼ばれ、その
拡大が危惧されている。そこで、平成24年より、竹の有効活用策を検討してきた。
事業化の可能性を様々な分野で検討した結果、原材料の高騰などにより価格変動の

激しい木質パーティクルボードやインシュレンボードの代替として竹を活用すること
により、原料価格を安定させ、価格競争力のある製品づくりの可能性を見出し、さら
に竹が有する理化学性等を活かすことで付加価値の高い竹製ボード等の開発を行った。
一方で、荒廃竹林からの竹材搬出や竹林整備方法等に取り組むことで建設作業員の

人材教育も進めてきた。その結果、荒廃竹林の整備方法から竹材原料の安定的な調達
の方法とビジネスモデルを構築した。
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竹の総合利用と高付加価値化

竹に特化した技術開発による
竹の高付加価値化と
総合利活用を実現

「 １本の竹から複数の製品を
生み出し、竹の全てを使う」

コストダウンと
市場競争力

竹の総合利活用

「１本の竹から付加価値の
高い製品を生み出す」

事業採算性の向上

竹の高付加価値化

枝葉
チップ

表皮

チップ

解繊材

枝 葉

有効成分

幹 材

約10%

12.5%

87.5%

BamWood（構造材、外装材、内装材など向け）

ナンカンボード（内装材等建築材や構造材向け）

ナンカンボード

原材料（竹繊維） BamWood

構造材、外装材、内装材など向け

サンプルナンバー 2-2

JIS規格試作
設定

竹含量 100

杉皮含量 0

平均厚さ（mm） 15.34 ―

密度（g/cm3） 0.796 0.4～0.9

曲げ強さ（N/mm2） 31.3 18.0以上

湿潤時曲げ強さ（N/mm2） 21.3 9.0以上

吸水厚さ膨張率（%） 2.7 12以下

剥離強さ（N/mm2） 1.26 0.3以上

不燃の判定基準：条件加熱開始後20分間の総発熱量が、8MJ/ m2以下であること。

BamWood の他素材製品との強度比較

材料強度（N/mm2)

圧縮=Fc 引張り=Ft 曲げ=Fd せん断=Fs

BamWood 68.07 87.4 103.43 8.43

べいまつ 22.2 17.7 28.2 2.4

対象異等級構集成材

E170-F495 37.8 33 48.6

ナンカン不燃ボード



バンブーフロンティア事業の概要

バンブーエナジー株式会社（略称BE）バンブーフロンティア株式会社（略称BF）

2m幹材

2m幹材

2m幹材

2m幹材

枝葉
チップ

表皮

チップ

解繊材

エネルギー
工場

ナンカンボード
工場

BamWood
工場

エネルギーコスト
熱媒油・温水

排熱利用により
エネルギーコスト

が低減

排熱利用

灰利用

効率80%

自社調達
部隊に

よる伐採

工場への
持ち込み
による

買い取り

バンブーマテリアル株式会社（略称BM）

熱の
有効活用

売電

幹材

前線基地

収益力向上

エネルギーコスト削減

シ
ナ
ジ
ー
効
果

前
線
基
地

フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
Ｂ
Ａ
Ｓ
Ｅ

広
域
連
携

バーク買い取り
広域

連携先

竹
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実証事業の範囲
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エネルギーの流れ

ボイラー事業：熱

単価 8.0円/kW
数量 2,470,366kWh

金額 19,763千円

バイオマス事業：電気

単価 11.8円/kW
数量 4,059,549kWh

金額 47,903千円

バイオマス事業：電気

単価 11.8円/kW
数量 419,435kWh

金額 4,949千円

バイオマス事業：温水

単価 5.5円/kW
数量 3,087,739/kWh

金額 16,983千円

バイオマス事業：熱

単価 5.5円/kW
数量 21,086,996kWh

金額 115,987千円

バイオマス事業：温水

単価 5.5円/kW
数量 17,999,257kWh

金額 98,996千円

バンブーフロンティア㈱

バンブーマテリアル㈱

バンブーエナジー㈱

※バックアップボイラー

※バイオマスボイラー、ORC発電機

※バイオマスボイラー、ORC発電機

2021年3月期想定
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排ガス他損失 α kW

余剰 温水（将来利用）
1,200 kW 8.1%

排ガス他損失 3,380
kW 22.8%

温水
2,390 kW 16.1%

電力
2,667 kW 18.0%

熱媒油（竹圧縮ブロック用）
1,597 kW 10.8%

熱媒油（パーティクルボード用）
2,454 kW 16.6%

温水 410 kW 2.8%

電力 320 kW 2.2%
電力 403 kW 2.7%

木質バイオマ
ス 3.68 t/h 

44%wet 
10,903 kW

73.6%

買電力
2,374 kW

16.0%
A重油

1,544 kW
10.4%

余剰 温水（将来利用）
1,200 kW 10.8%

温水
2,390 kW 21.5%

電力
2,667 kW 23.9%

熱媒油（竹圧縮ブロック用）

1,597 kW 14.3%

熱媒油（パーティクルボード用）

2,454 kW 22.0%

温水 410 kW 3.7%

電力 320 kW 2.9%
電力 100 kW 0.9%

買電力
3,087kW

A重油
8,051 ＋
α kW

２．熱需要(8,051kW)をA重油ボイラで供給し、
電力需要(3,390kW)を電力購入で賄う場合１．木質バイオマス利用ORCユニット導入の場合

※１：バイオマス利用時のCO2排出をゼロとして算出
※２：A重油（発熱量39.1GJ/kL）からの変換効率80%として算出
※３：A重油CO2排出原単位 2.71kg-CO2/10.86kW として算出
※４：電力CO2排出係数 0.528 kg-CO2 / kWh（九州電力H27調整後） として算出 （九州電
力HPより）
※５：年間稼働を330日×24時間として算出
⇒ A重油CO2換算(kW→万t-CO2/年) ： ×3600÷39.1÷0.8×2.71 ×24 ×330÷1010

⇒ 電力CO2換算(kW→万t-CO2/年) ： ×0.528 ×24 ×330÷107

CO2排出量
0.0t-CO2/年

CO2排出量
1.0 万t-CO2/年

CO2排出量
0.4 万t-CO2/年

CO2排出量
1.3 万t-CO2/年

CO2排出量
2.0+α’ 万

t-CO2/年

CO2排出量合計1.4万t-CO2/年 CO2排出量合計3.3万t-CO2/年

木質バイオマス利用ORCユニット導入によるCO2削減効果の試算

木質バイオマス利用ORCユニット導入により、

約1.9万t-CO2/年の削減効果
（利用予定熱量を重油ボイラ利用、電力購入で代替する場合との比較）

が期待できる。
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実証事業スケジュールについて

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38

①ORC熱電併給
設備導入・運転・
安全指針の確立

②ロードヒーティ
ングシステムの
検証

③温水利用先の
拡大

④EMS（エネル
ギーマネジメントシ

ステム）の導入

バンブー
フロンティア

バンブー
マテリアル

設計・建設
試運転

実証運転

ロードヒーティングシステム 営
業
運
転

機能性製剤工場 100kWth

不燃剤工場 800kWth

トマト温室 1000kWth

運転準備
期間

エネルギー供給開始

建設
試運転 生産

建設
試運転 生産

EMSの実証



工場全景及び建屋風景



ゆめ竹バレー 実証事業実施体制について
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バンブーエナジー
株式会社

助成先

南関町
熊本県

大阪大学
九州工業大学
東京農工大学
鹿児島大学
山口大学

バンブーマテリアル（株）
バンブーフロンティア（株）

関西電力(株)

事業推進委員会

新エネルギー・産業技術総合開発機構
（NEDO)

助成元

(株)バイオマス
利活用技術舎
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実証事業終了後の展開（１／２）

地元住民

竹林所有者との協定・近隣自治体との広域連携

原料売上 ⇒ 竹チップ：6.45億円
バーク ：1.37億円

域外への消費やエネルギー代金の流出の抑制

山村所得の増大

地域経済循環創造事業交付金の導入

バンブーエナジーバンブーマテリアル

燃料費削減 ⇒熱料金の削減：0.2 億円/年
電気料金の削減：0.02億円/年

不要竹処分費：0.25億円/年

収益が年間 0.47億円ＵＰ

売上高： 3.05億円
熱媒油・温水：2.24億円

電気：0.81億円

電気・排熱の活用

南関モデル

⇒ 5.5億円

地域所得増大
4.17億円 竹・バーク購入

竹・バーク販売
1.2億円

竹・バーク販売
6.8億円

竹の持ち込み ⇒竹：1.5億円

地元企業

竹・バークの持ち込み
⇒竹：2億円、 バーク：0.67億円

バンブーフロンティア

＜従来＞

エネルギー費の
約9割が地域外へ

原油国
国内

他地域



実証事業終了後の展開（２／２）

 放置竹林の撲滅による自然災害の減少

九州地区は毎年未曾有の土砂災害にみまわれており、放置竹林が
その一因となっている。地域と連携して整備竹林化することで災害
に強い町造りに寄与する問題解決を図る
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 地方創生に寄与

本事業全体で１２０名を超える雇用を予定しており、地方の雇用問題
と地域竹資源の活用に寄与する竹問題解決を図る

 他の未利用竹問題を抱える地域への展開

本事業で生産するナンカンボードは、国内パーティクルボード生産
量の4％に過ぎない。本事業を竹資源の豊富な西日本を中心とした
他地域に展開することで、事業の拡大と未利用竹問題解決を図る



兵庫県バイオマス利活用推進研究会の紹介
（13の技術部門の技術士、29名より構成）

No 技術部門 会員

1 機械 〇

2 船舶・海洋 ―

3 航空・宇宙 ―

4 電気電子 〇

5 化学 〇

6 繊維 ―

7 金属 〇

8 資源工学 ―

9 建設 〇

10 上下水道 〇

11 衛生工学 〇

12 農業 ―

13 森林 〇

14 水産 ―

15 経営工学 〇

16 情報工学 〇

17 応用理学 〇

18 生物工学 ―

19 環境 〇

20 原子力放射線 ―

21 総合技術監理 〇

14
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エネルギーの地産地消を
支援できる組織作りを検討中

バイオマス発電
熱供給設備

小規模水力発電

太陽光発電

風力発電

村や森林組合など公共
団体

再エネ設備をインフラとして所有し、住民に還元

国や県

再エネ導入
資金補助

メーカ
ＩＣＴで

運転、メンテ等
支援

ＮＰＯ
兵庫県

技術士会
全体のシステム構築支援、

トラブル解決
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ご清聴ありがとうございました

神戸市中央区北野町4丁目８－３
ジャスナムアベニュー４０１
代表：三村和寿
TEL & FAX 078-587-2929
mimura@peo-bio.jp
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バイオマス
利活用技術舎
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